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【手続補正書】
【提出日】平成23年9月14日(2011.9.14)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の周波数資源を有する通信チャネルを介して別の通信ノードと通信するように動作
可能な通信ノードであって、該通信ノードは、
　前記通信チャネルの、それぞれＮ個の周波数資源を有する複数の連続するサブ帯域への
分割を規定するデータと、
　前記周波数資源の初期割当てを規定するデータと、
　周波数ホッピング系列に従って、前記初期に割り当てられた周波数資源に周波数シフト
を適用し、前記別の通信ノードと情報を通信するために使用する周波数資源を決定するよ
うに動作可能である資源決定モジュールであって、前記周波数シフトは、前記サブ帯域の
整数に対応する、資源決定モジュールと、
　前記決定された周波数資源を用いて、前記別の通信ノードと情報を通信する通信部と、
を備える、通信ノード。
【請求項２】
　前記資源決定モジュールは、Ｎの整数倍である周波数シフトを適用するように動作可能
である、請求項１に記載の通信ノード。
【請求項３】
　１つのサブ帯域内の各周波数資源は、他の各サブ帯域内に対応する周波数資源を有し、
前記資源決定モジュールは、前記初期に割り当てられた周波数資源を別のサブ帯域内の対
応する周波数資源に動かす周波数シフトを適用するように動作可能である、請求項１又は
２に記載の通信ノード。
【請求項４】
　前記初期割当てを規定する前記データは、同じサブ帯域内の複数の前記周波数資源の初
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期割当てを規定する、請求項１～３のいずれか一項に記載の通信ノード。
【請求項５】
　前記資源決定モジュールは、以下の式に従って、前記初期に割り当てられた周波数資源
に周波数シフトを適用するように動作可能であり、
　　ｙ＝｛ｘ＋ａ（ｔ）Ｎ｝ｍｏｄＮＲＢ

ただし、ＮＲＢは送信帯域内の周波数資源の総数であり、Ｎは各サブ帯域内の連続する周
波数資源の数であり、ｘは前記初期に割り当てられた周波数資源であり、ｙは前記周波数
ホッピングされた前記資源であり、ｔは時間カウンタであり、ａ（ｔ）は時点ｔにおいて
適用される周波数ホッピングシフトであり、集合｛０，１，．．．，Ｓ－１｝からの整数
であり、Ｓはサブ帯域の数である、請求項１～４のいずれか一項に記載の通信ノード。
【請求項６】
　前記資源決定モジュールは、擬似ランダム周波数ホッピング系列に従って、その初期に
割り当てられた周波数資源に周波数シフトを適用するように動作可能である、請求項１～
５のいずれか一項に記載の通信ノード。
【請求項７】
　前記資源決定モジュールは、所定の式を用いて、所与の時点において適用されることに
なる前記周波数シフトを動的に計算するように動作可能である、請求項１～６のいずれか
一項に記載の通信ノード。
【請求項８】
　前記資源決定モジュールは、擬似ランダム値を含む式を用いて、所与の時点において適
用されることになる前記周波数シフトを動的に計算するように動作可能である、請求項７
に記載の通信ノード。
【請求項９】
　各時点において前記擬似ランダム値を生成するシフトレジスタ回路を備える、請求項８
に記載の通信ノード。
【請求項１０】
　前記資源決定モジュールは、以下の式を用いて、所与の時点ｔにおいて適用されること
になる前記周波数シフトを動的に計算するように動作可能であり、
　　ａ（ｔ）＝ｆｌｏｏｒ［（ｍ（ｔ）．（Ｓ－１）／２Ｍ］
ただし、ａ（ｔ）は時点ｔにおいて適用されることになる前記周波数ホッピングシフトで
あり、ｍ（ｔ）は時点ｔにおいて前記シフトレジスタ回路によって生成される前記擬似ラ
ンダム値であり、Ｓはサブ帯域の数であり、Ｍは前記シフトレジスタ回路内のレジスタの
数である、請求項９に記載の通信ノード。
【請求項１１】
　前記資源決定モジュールは、以下の式を用いて、所与の時点ｔにおいて適用されること
になる前記周波数シフトを動的に計算するように動作可能であり、
　　ａ（ｔ）＝｛ａ（ｔ－１）＋１＋ｆｌｏｏｒ［（ｍ（ｔ）．（Ｓ－１））／２Ｍ］｝
ｍｏｄＳ
ただし、ａ（ｔ）は時点ｔにおいて適用されることになる前記周波数ホッピングシフトで
あり、ａ（ｔ－１）は先行する時点ｔ－１において適用された前記周波数ホッピングシフ
トであり、ｍ（ｔ）は時点ｔにおいて前記シフトレジスタ回路によって生成される前記擬
似ランダム値であり、Ｓは前記サブ帯域の数であり、Ｍは前記シフトレジスタ内のレジス
タの数である、請求項９に記載の通信ノード。
【請求項１２】
　前記通信部は、前記決定された周波数資源を用いて、前記別の通信ノードに情報を送信
するように動作可能である、請求項１～１１のいずれか一項に記載の通信ノード。
【請求項１３】
　前記通信部は、前記決定された周波数資源を用いて、前記別の通信ノードから情報を受
信するように動作可能である、請求項１～１１のいずれか一項に記載の通信ノード。
【請求項１４】
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　前記通信ノードは、セルラ電話、個人情報端末、ラップトップコンピュータ、及びウエ
ブブラウザから成る群から選択されることが好ましいユーザデバイスである、請求項１～
１３のいずれか一項に記載の通信ノード。
【請求項１５】
　前記通信ノードは基地局である、請求項１～１３のいずれか一項に記載の通信ノード。
【請求項１６】
　複数の他の通信ノードと通信するように動作可能である請求項１５に記載の基地局であ
って、
　該基地局は、前記他の通信ノード毎に前記周波数資源の初期割当てを規定するデータを
含み、
　前記資源決定モジュールは、前記他の通信ノード毎に前記初期に割り当てられた周波数
資源に共通の周波数シフトを適用し、前記他の各通信ノードと情報を通信するために使用
するそれぞれの周波数資源を決定するように動作可能であり、
　前記通信部は、前記他の通信ノードのための前記決定された周波数資源を用いて、前記
他の通信ノードと情報を通信するように動作可能である、請求項１５に記載の基地局。
【請求項１７】
　通信システムであって、
　通信ノードと、通信チャネルを介して該通信ノードと通信するように動作可能である複
数のユーザデバイスと含み、
　前記通信チャネルは、複数の周波数資源を有し、Ｎ個の周波数資源をそれぞれ有する複
数の連続するサブ帯域に分割される送信帯域幅を含み、
　各ユーザデバイスは、前記通信ノードと通信するために使用する前記周波数資源のそれ
ぞれの初期割り当てを有し、
　各ユーザデバイスは、周波数ホッピング系列に従って、その初期に割り当てられた周波
数資源に周波数シフトを適用するように動作可能であり、該周波数シフトは、前記サブ帯
域の整数に対応する、通信システム。
【請求項１８】
　前記ユーザデバイスのうちの１つ又は複数は、セルラ電話、個人情報端末、ラップトッ
プコンピュータ、及びウエブブラウザから成る群から選択されるユーザデバイスであり、
且つ／又は前記通信ノードは、
　前記通信チャネルの、それぞれＮ個の周波数資源を有する複数の連続するサブ帯域への
分割を規定するデータと、
　前記周波数資源の初期割当てを規定するデータと、
　周波数ホッピング系列に従って、前記初期に割り当てられた周波数資源に周波数シフト
を適用し、前記別の通信ノードと情報を通信するために使用する周波数資源を決定するよ
うに動作可能である資源決定モジュールであって、前記周波数シフトは、前記サブ帯域の
整数に対応する、資源決定モジュールと、
　前記決定された周波数資源を用いて、別の通信ノードと情報を通信する通信部と、
を備える基地局である、請求項１７に記載の通信システム。
【請求項１９】
　複数の周波数資源を有する通信チャネルを介して別の通信ノードと通信する通信ノード
において実行される方法であって、該方法は、
　前記通信チャネルの、Ｎ個の周波数資源をそれぞれ有する複数の連続するサブ帯域への
分割を規定すること、
　前記周波数資源の初期割当てを規定すること、
　周波数ホッピング系列に従って、前記初期に割り当てられた周波数資源に周波数シフト
を適用することであって、前記別の通信ノードとデータを通信するために使用する周波数
資源を決定し、前記周波数シフトは前記サブ帯域の整数に対応する、適用すること、及び
　前記決定された周波数資源を用いて、前記別の通信ノードと情報を通信すること、
を含む、方法。
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【請求項２０】
　前記適用するステップは、Ｎの整数倍である周波数シフトを適用する、請求項１９に記
載の方法。
【請求項２１】
　１つのサブ帯域内の各周波数資源は、他の各サブ帯域において対応する周波数資源を有
し、前記適用するステップは、前記初期に割り当てられた周波数資源を、別のサブ帯域内
の対応する周波数資源に動かす周波数シフトを適用する、請求項１９又は２０に記載の方
法。
【請求項２２】
　前記初期割当てを規定するステップは、同じサブ帯域内の複数の前記周波数資源の初期
割当てを規定する、請求項１９～２１のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２３】
　前記適用するステップは、以下の式に従って、前記初期に割り当てられた周波数資源に
周波数シフトを適用し、
　　ｙ＝｛ｘ＋ａ（ｔ）Ｎ｝ｍｏｄＮＲＢ

ただし、ＮＲＢは送信帯域内の周波数資源の総数であり、Ｎは各サブ帯域内の連続する周
波数資源の数であり、ｘは前記初期に割り当てられた周波数資源であり、ｙは前記周波数
ホッピングされた前記資源であり、ｔは時間カウンタであり、ａ（ｔ）は時点ｔにおいて
適用される周波数ホッピングシフトであり、集合｛０，１，．．．，Ｓ－１｝からの整数
値であり、Ｓはサブ帯域の数である、請求項１９～２２のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２４】
　前記適用するステップは、擬似ランダム周波数ホッピング系列に従って、その初期に割
り当てられた周波数資源に周波数シフトを適用し、請求項１９～２３のいずれか一項に記
載の方法。
【請求項２５】
　所定の式を用いて、所与の時点において適用されることになる前記周波数シフトを動的
に計算することを含む、請求項１９～２４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２６】
　所与の時点において適用されることになる前記周波数シフトを動的に計算するステップ
は、擬似ランダム値を含む式を用いる、請求項２５に記載の方法。
【請求項２７】
　各時点において前記擬似ランダム値を生成するシフトレジスタ回路を用いることを含む
、請求項２６に記載の方法。
【請求項２８】
　前記動的に計算するステップは、以下の式を用いて、所与の時点ｔにおいて適用される
ことになる周波数シフトを計算し、
　　ａ（ｔ）＝ｆｌｏｏｒ［（ｍ（ｔ）．Ｓ）／２Ｍ］
ただし、ａ（ｔ）は時点ｔにおいて適用されることになる前記周波数ホッピングシフトで
あり、ｍ（ｔ）は時点ｔにおいて前記シフトレジスタ回路によって生成される擬似ランダ
ム値であり、Ｓはサブ帯域の数であり、Ｍは前記シフトレジスタ回路内のレジスタの数で
ある、請求項２７に記載の方法。
【請求項２９】
　前記動的に計算するステップは、以下の式を用いて、所与の時点ｔにおいて適用される
ことになる前記周波数シフトを動的に計算し、
　　ａ（ｔ）＝｛ａ（ｔ－１）＋１＋ｆｌｏｏｒ［（ｍ（ｔ）．（Ｓ－１））／２Ｍ］｝
ｍｏｄＳ
ただし、ａ（ｔ）は時点ｔにおいて適用されることになる前記周波数ホッピングシフトで
あり、ａ（ｔ－１）は先行する時点ｔ－１において適用された前記周波数ホッピングシフ
トであり、ｍ（ｔ）は時点ｔにおいて前記シフトレジスタ回路によって生成される擬似ラ
ンダム値であり、Ｓは前記サブ帯域の数であり、Ｍは前記シフトレジスタ内のレジスタの
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数である、請求項２７に記載の方法。
【請求項３０】
　前記通信ステップは、前記決定された周波数資源を用いて、前記別の通信ノードに情報
を送信する、請求項１９～２９のいずれか一項に記載の方法。
【請求項３１】
　前記通信するステップは、前記決定された周波数資源を用いて、前記別の通信ノードか
ら情報を受信する、請求項１９～２９のいずれか一項に記載の方法。
【請求項３２】
　セルラ電話、個人情報端末、ラップトップコンピュータ、及びウエブブラウザから成る
群から選択されることが好ましいユーザデバイスにおいて実行される、請求項１９～３１
のいずれか一項に記載の方法。
【請求項３３】
　前記方法は基地局において実行される、請求項１９～３１のいずれか一項に記載の方法
。
【請求項３４】
　前記基地局は複数の他の通信ノードと通信し、
　前記他の通信ノード毎に前記周波数資源の初期割当てを規定すること、及び
　前記他の通信ノード毎に前記初期に割り当てられた周波数資源に共通の周波数シフトを
適用することであって、前記他の各通信ノードと情報を通信するために用いるそれぞれの
周波数資源を決定する、適用すること、
をさらに含み、
　前記通信するステップは、前記他の通信ノードのための前記決定された周波数資源を用
いて前記他の通信ノードと情報を通信する、請求項３３に記載の方法。
【請求項３５】
　プログラム可能コンピュータデバイスが請求項１９～３４のいずれか一項に記載の方法
を実行するためのコンピュータ実施可能命令を含む、コンピュータ実施可能命令製品。
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